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印旛郡市広域市町村圏事務組合予算書

令 和 ２ 年 度





印旛郡市広域市町村圏事務組合一般会計補正予算（第１号）





議案第５号

令和２年度印旛郡市広域市町村圏事務組合の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 7,480千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 182,032千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

令和３年２月３日提出

印旛郡市広域市町村圏事務組合　管理者　北　村　新　司

平成３１年２月１２日原案可決

印旛郡市広域市町村圏事務組合議会議長　櫻　井　優　好

－ 5 －

令和２年度　印旛郡市広域市町村圏事務組合一般会計補正予算（第１号）



第1 補

入 金 30,000 △1

正

0,794 19,206

1 基 金 繰 入 金 30,000 △10,794 19,206

5 繰 越 金 995 3,311 4,306

1 繰 越 金 995 3

表

,311 4,306

歳　　 入　　 合　　 計 189,512 △

歳

7,480 182,0

 

32

入 （単位

　
：千円）

款 項 既 定 

歳

額 補 正 額 計

－ 6
入

 －
歳

3 財 産 収 入 1 3 4

出

1

予

財 産 運 用 収 入 1 3 4

算

4 繰



03 △7,072 117,731

歳

3 民 生 費 81

 

6 △408 408

出

1 社

（

会 福 祉 費 816 △40

単

8 408

位

歳　　 出　

：

　 合　　 計 189

千

,512 △7,480

円

182,032

）

款 項 既 定 額 補 正 額 計

[一般会計]

－ 7 －

2 総 務 費 124,919 △7,072 117,847

1 総 務 管 理 費 124,8





印旛郡市広域市町村圏事務組合一般会計予算に関する説明書

令 和 ２ 年 度

印旛郡市広域市町村圏事務組合予算に関する説明書



令和 広

担金及び負担金

域

146,881

市

146

町

,881

村

1 負担金 146,

圏

881 14

事

6,881

務

2 県支出金 8

組

,456

合

8,456

２ 一

1 県補助金

般

8,456

会

8,456

計

3 財産収入

補

1 3

正

4

1 財

予

産運用収入 1

算

3 4

事

4 繰入金 30

項

,000 △1

別

0,794

明

19,206

細

1 基金繰入金

書

30,000 △1

1

0,794 19

．

,206

5

総

繰越金 995

 

3,311

括

4,306

1 繰越金

年

995 3,311 4,306

6 諸収入 3,179 3,179

1 雑入

歳

3,179

 

3,179

入

歳　入　合　計

款

189,5

度

項

12 △7,480 182,032

当初予算

印

額 第１号補

旛

正

(単位

郡

:千円)

合計額

－ 1市 0 －

1 分



款

費 943

項

943

2 総務費 124,919 △7,072 117,847

1 総務管理費

当

124,803 △

初

7,072 11

予

7,731

算

2 監査委員費 1

額

16 116

3 民生費 816 △408 408

1 社会福祉費 816

第

△408 40

１

8

4 衛生費

号

58,834

補

5

正

8,834

1 保健衛生費 58,834 58,834

5 予備費 4,000 4,000

(

1 予備費

単

4,000

位

4,000

:

歳　出　合　計

千

189,512

円

△7,48

)

0 182

合

,032

計額

[一般会計・歳出]

－ 11 －

1 議

歳

会費 943

 

94

出

3

1 議会



2.
 

　　分 金　額

(款) 
―

3 財産収入 (項) 1 財産運用収入

〔管理課〕 3

3

1 利子及び

財

配当金 (1 ) 1 利子及

産

び配当金 3  1　財政

収

調整基金利子

入

 

3

<4 >

4 繰入金

1 基金繰入金

1

〔管理課〕 △10

財

,794

産

1 基金繰入金

歳

運

(30,000 ) 1 基

用

金繰入金 △10,79

収

4  1　財政調整基金

入

繰入金

△10,794

<19,206 >

　

5 繰越金

1 繰越金

〔管理課〕 3,3111 繰越金 (995 ) 1 繰越金 3,311  1　前年度繰越金

3,31

入

1

<4,306 >

（単位：千円

―

）

(既 定 額)
節

款

 

項 目 名　　称 補 正 

1

額 説　　　　　　　　

2

　　　　　明

<計> 区



― 13 
[一般会計･歳入] (款) 5 繰越金 (項) 1 繰越金

―



３．

9 ) (一般財源)

△9,229

(款) 2 総務費 (項) 1 総務管理費

〔管理課〕△9,229 1 報酬 △77  1 職員人件費 △7,190

<115,500 >

(△77

歳

)2 給

（

料 △3,364 　　　

単

報酬

△77

位

　　　 会計年

：

度任用職員報酬

千

3 職員手当等

円

△2,511

(△3,

）

364)

(

　　　給料

△3,3

既

644

　

定

共済費 △1,238 　

額

　　 職員給料

)

(△2,51

節

1)7

目

報償費 △261 　　　

補

職員手当等

△2,51

正

1　　

額

　 職員手当等

補

10 需用費 △

正

10

(△1,238)

出

額

　　　

の

共済費

△1,097

財

11 役務

源

費 △27 　　　 職員

内

共済組合負担金

△1

訳

　　　 

説

災害補償基金負担金

△

　

761

　

2 委託料 △130 　　

　

　 市町村職員共済追

　

加費用負担金

△63

　

　　　 

　

社会保険料

△1

　

13 使用料及

　

び △377 　　　 雇

　

用保険料

　

賃借料

〔管理課〕

　

 2 管

　

理一般事務費 △377

　

18 負

明

担金補助 △1,234

<

(△377)

計

及び交付金 　　

>

　使用料及び賃借料

区

△377

　

　　　 財務会計シ

分

ステム・給与計算シス

金

テム賃借料

　

〔管理課〕

額

 4 共同採

－
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(△2

1

61)

4

　　　報償費

△26

 

1　　

－
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△10　　　 食糧費

(△27)　　　役務費
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(△130)　　　委託料

1 一般管理費 (124,72
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〔管理課〕
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試

<2,15

験
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会

　　　積

場
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準

　　　 財

備
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設営委

5

託料
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　　　 手
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話

･歳出] (款) 2

通

 総務費 (項) 1

訳

 総務管理費

－

者派遣委託料

△

(△1,234

1

)　　

1

　負担金補助及び交付

8

金

△1,234



)

△408

(款) 3 民生費 (項) 1 社会福祉費

〔管理課〕△408 13 使用料及び △408

（

 1 運営支援費 △4

単

08

<

位

408 > 賃借料

(△4

：

08)

千

　　　使用料及び賃借

円

料
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）

　　　 土地賃

(

借料

既定額)
節
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1 社会福祉総務費 (816 ) (一般財源



－ 1
[一般会計･

7
歳出] (款) 3 民生費 (項) 1 社会福祉費

 －
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（一般会計）

１  一 般 職 
（１）　総括

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

※（　）内は短時間勤務職員について外書きしたもの。

　ア　会計年度任用職員以外の職員

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

※（　）内は短時間勤務職員について外書きしたもの。

給 料 職 員 手 当 計

74,931 14,62643,346
△2,511

8122,658

68,979 13,388

△5,952 △1,238

管理職
手当

給     与     費     明     細     書

（千円） （千円）

3,499

管理職員特
別勤務手当

共　済　費

比 較 △1

休日
勤務手当

△633

261

期末手当

82,367
89,557

△7,190

通勤手当
宿日直
手当

（千円） （千円） （千円）

1,008
△196

特殊
勤務手当

勤勉手当

備　考報 酬 給 料

0

3,499
0
0

0
0
0

0
0

0
0
0

0

合　　計

0
1,377
△118

住居手当
時間外

勤務手当

職員数区　　分

補 正 後
補 正 前

(3)9

4,256

比 較

3,930

給 与 費

報 酬

39,982
338

△77

78 6,985
7,618

1,259

区 分

（千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 前
比 較

補 正 後

地域手当 扶養手当

198
△120

31,247
28,736

10 (2) 43,346

職員数

給 与 費

共　済　費

2,710
△52

9,515
10,581
△1,066

△326

(3)10

（人）

(0)△1 △3,364

区　　分

区 分

△326

職 員 手 当 計

（人）

地域手当 扶養手当
管理職
手当

期末手当 勤勉手当

78 2,658 9,515 6,985

特殊
勤務手当

休日
勤務手当

管理職員特
別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

△120 0

合　　計 備　考

職員手当の
内訳

（千円） （千円） （千円）

補 正 前
補 正 後 9 (2) 39,982 28,736 68,718 13,388 82,106

(0) △3,364 △2,511 △5,875 △1,238

（千円） （千円）

0 0 0
4,256

比 較

31,247 74,593 14,626 89,219
△7,113

2,710 10,581 7,618 1,008 3,499 1,377 0 0

（千円） （千円） （千円） （千円）

0 0
0 0

0△52 △1,066 △633 △196 0 △118

812

住居手当

3,499 1,259 0

時間外
勤務手当

通勤手当
宿日直
手当

198

職員手当の
内訳 補 正 後 3,930

補 正 前



　イ　会計年度任用職員

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

※（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し

　短い職員について外書きしたもの。

(２）　給料及び職員手当の増減額の明細

（千円） （千円）

－ 19 －

備　　考説　　明
増 減 額

△3,364

△2,511

△ 2,407

給 料

職 員 手 当

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

その他の増減分

区 分

合　　計 備　考報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（人）

261

区　　分 職員数

給 与 費

261

共　済　費

補 正 後 0 (1) 261

補 正 前 0 (1) 338 338 338

比 較 0 (0) △77 △ 77 △77

職員の異動に伴う減等

△ 3,364

△ 104 期末手当支給率　2.60月分→2.55月分

増 減 事 由 別 内 訳

職員の異動に伴う減等
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(３)　給料及び職員手当の状況

　ア　職員1人当たり給与

（円）
（円）
（歳）
（円）
（円）
（歳）

　イ　初任給

（円） 一般行政職 （円）

　ウ　級別職員数

(0)
(0)
(2)
(0)
(0)
(0)
(0)

(0)
(0)
(0)
(0)
(0)
(0)
(0)

※（　）内は短時間勤務職員を外書き

0.0

３級 1 9.1
４級 1 9.1

1 9.1

100.0(0)

区 分

合計 11
７級 2 18.2

５級 1 9.1

100.0 (100.0)
1 11.1
9

(0.0)

６級

２級

合計

３級 0.0
22.2

(2)

構成比（％）

(100.0)
(0.0)
(0.0)
(0.0)
(0.0)

0
2

職員数（人）
4
0
0

44.5

2

７級

級

２級
１級

大学卒

４級
５級
６級

一般行政職

(0.0)

320,255

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

405,791

国の制度

42.18
平 均 給 与 月 額

40.67
平 均 給 与 月 額
平 均 年 齢

区 分

高校卒

平 均 給 料 月 額

403,454

一般行政職 

令和元年12月１日現在

令和２年12月１日現在

区 分

令和元年12月１日現在

令和２年12月１日現在

１級 4 36.3
1 9.1

(0.0)
(0.0)
(0.0)
(0.0)
(0.0)
(0.0)
(0.0)

0.0
22.2

151,700

183,900

一般職
総合職
一般職

150,600
186,700
182,200

(0.0)

一般行政職

321,378



（級別の基準となる職務内容）

　エ　昇給

〔A〕 （人）

〔B〕 （人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

　〔B〕　　／　　〔A〕　　（％）

〔A〕 （人）

〔B〕 （人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

　〔B〕　　／　　〔A〕　　（％）

－ 21 －

主　査　補

比 率

9

昇 給 に 係 る 職 員 数

１号給

事務局長

100.0%

9

9

1

0

8

10 10

昇 給 に 係 る 職 員 数 8 8

0 0

0 0

職 員 数

8

６号給

職 員 数

80.0%

9

1

0

8

係　　　長

80.0%

0

号給数別内訳

代表的な職種

主任主事

１号給

３号給

４号給

比 率

主　　 事

0

0

３号給

一般行政職

8

0 0

0 0

４号給

６号給

８号給以上

補

正

後

課　　　長 副 主 幹

５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級区 分

一 般 行 政 職

７　級 6　級

号給数別内訳

補

正

前 ８号給以上

0

100.0%

合 計区 分
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　オ　期末手当・勤勉手当

※（　）内は再任用職員

　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　キ　地域手当 （令和２年12月1日現在）

支給率(％)

支給対象職員数(人)

国の指定基準に基づく支給率（％)

千葉県の支給率（％)

※（　）内は再任用職員

　 

24.586875

職制上の段階、職務の

10

47.709 47.709 定年前早期退職特例措置 (2％～45％加算)

9.2

級等による加算措置
備 考

支給期別支給率　（月分） 支給率計

定年前早期退職特例措置 (2％～45％加算)

(2.350)

有

4.45

（月分）６月

2.250

2.250

2.250

(1.175)

(1.175)

(1.175)

2.200

2.250

有

有

4.50

4.45

(2.350)

(2.350)

１２月　

24.586875 33.27075 47.709 47.709

2.200

(1.175)

(1.175)

(1.175)

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

　（月分） 　（月分）

最高限度

　（月分）　（月分）
備 考その他の加算措置等

9 (2)

支給対象地域 全　　　　地　　　　域

9.2

支 給 率 等

区 分

国 の 制 度

補 正 前

33.27075
国 の 制 度

（支給率等）

補 正 後

区 分



　ク　その他の手当

定期券代を全額支給

自動車（2,000円～）

原動機付自転車（2,000円～）

自転車（2,000円～）

使用距離に応じて支給

－ 23 －

交 通 用 具

区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

国の制度との異同

国

１箇月当たりの運賃等
相当額が55,000円を超
えるときは、55,000円
が限度額

同じ

使用距離に応じて支給
（2,000円～31,600円）

組合

同じ

異なる

差　　異　　の　　内　　容

―

―

区　　分

交 通 機 関 等
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